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社会保障審議会一障害者部会  

（Ⅳ）障害者の範囲  

① 障害者の定義  

② 手帳制度  

（Ⅰ）相談支援  

① ケアマネジメントの在り方  

② 相談支援体制  

（Ⅴ）利用者負担  
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② 就労支援  

（Ⅵ）報酬  

（Ⅶ）個別論点  
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⑥ その他   
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② 相談支援や家庭支援の充実  

③ 施設の見直し等による支援の充実  



障害者自立支援法の見直しに係る主な論点：  

地域における自立した生活のための支援（所得保障）関係  

項目  主な論点   

Ⅰ）地域l茶ける目王l六生活の式ぬD支感  

葛）河得保匹  ○ β害者の所†の確保l係る施策の宇り7  

年金  

手  

住宅費への抑 等   



障害者自立支援法の見直しに係る主な論点：障害者の範囲、利用者負担関係   



匪 社会保障春暁 
食仙陣書者部会  

重工Ⅰ蜃痘 2 －①  

地域における自立した   

生活のための支援  

『所得保障』   



○ 障寧者の所得保障については、時事青白立支壌法の附則や「与党障害者自  
立支援に関するプロジェクトチーム」報告書においても指摘されており、障  
尊者が安心して暮らせるよう検討が必層。   
その隙、上記で同じく指摘されているように、就労支撼を含め、幅広い   
観点に基づく検討が必事。  
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◆ 障害者自立支援法く平成‖年法律第123号）附則（抄）  

第3桑粛3摂 政府は、障害者専の福祉に附する施簾の実施の状況、蒋専者専の経済的な状況層を婚家え、就   
労の支援を含めた陣書者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要  
… な措置を蹟するものとする。  

◆ 障害者自立支援法案に対する附帯決議く平成17年7月柑日衆議院厚生労働費鼻会、平成頂7年相月   
相田参議院厚生労働費旦会）（抜粋）   

附則第3条凛3項lこ規定す各級討については、就労の支援を含め、障音者の生活の安定を図ることを目的   
とし、社会保群削こ関する制度全損についての一体的な見直しと併せて、時事者の所得の確保旺係る施策の在  

ミ リ方の検討を速やかに開始し、3年以内にその結論を得ること。 I  
1  

1  

1  

1 ！◆障害者自立支援法の抜本的見直し（平成19年12月7日与党障害者自立支援に関するプロジェクト  

き チーム）   

障害者の所得の確偏に係る施儒の在り方について、1就労の支援を含め幅広い観点から検討を行う。その際、  
社会保障制度全他の一体的見領有に関する横槍との整合性や財源の確保を図った上で、時事基礎年金の引上  
げ（例えば2級の金嘲を1級並に、1組の金根は更に引上げ）や住宅手当の劇投についても検討を行う。  
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し＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－－－－－－－・一一－－－－－－－－－－－－－－－－－、・－－－一一 －・‥－－－－－－－－－－‾‾、－‾‾‾‾‾－‾■▼‾‾‾■‾‾‾  

1   



○ 実際、時事者の多くは就労による稼得を望んでおり（※）、就労支揺臥  
所得確保の観点かる積  的隠検討が必要。  
（ただし、就労支援モのものについて臥施策の王事な桂であることから、  
別途検討。）  
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※ 陣青者施策総合調査（平成18年皮内開府）によれば、就労による稼働収入を得ながら  
≡ 生活することを望んでいる障害者は、全体の3／4を超える。  
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（参考）障害者の収入の確保方法に関する志向  

→稼働収入を得ながら生活することを望んでいる障害者は、全体の  75．4％  

→ 塾凱多軸  

（出典）平成18年度障害者施策総合調査（内閣府実施）による。  

（注）「稼働収入」は給与、賃金、事業収入などを指す。  
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○ 就労支棲を除いた時事者の所得保障に関する施策は、現在  
様々なものがあるが、他  、 地域  活での支援という意囁で、  
住宅費への対応の  

討してはどうか。  
も指摘されており、以下の観点から検  

基本的視点  

1．年金、手当など現行制度の在り方  

2．住宅費など地域移行推進のための新たな課題への対応  
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現状①  
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○直接的な現金給付による所得保障としては、現在、障害年金、各種手当がある0  

金と、厚生年金に相当する度量  ○ 障害年金には、国民年金に相当する  
厚生年金がある。   

○障害基礎年金は、障害を有することによって稼得能力が低くなった者に対して、  
全国民に共通した所得保障を目的とした給付として支給。  
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月額8．3万円、支給実績  
月額6，6万円、支給実績  

障害基礎年金1級  

障害基礎年金2級  
＿．．＿．＿．＿＿．＿ －．● 一・・－ 一 欄 l  色＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿－－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－  

○ 各種手当については、以下のものがある。  

①特別障害者手当  
について、その障害のため必要となる特別  在宅で生活する  

の費用をカバーする。  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一－－■－‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

特別障害者手当：月額2．6万円、支給実績：10．9万人（平成19年度末）  
ゝ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－一一－－－－・一－－－－－一－－－－－－－一一－－一一一一－－一一一一■一  

t し…＝＝＝………－－－－…－－－－…－－……－－……＝…－……－－…－一一一－－－－－……－……－－……－…－－…－－－－………一＝＝｛  
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②特別児童扶養手当   

家庭（在宅）で生活する  について、その障害のため必要となる、養育にか  

かる諸々の特別の費用をカバーする。  
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特別児童扶養手当1級：月額5．1万円、支給実績   
特別児童扶養手当2級：月額3．4万円、支給実績  
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③障害児福祉手当   

慰謝激励的な性格のものとして支給。家庭（在宅）で生活する  
ついて、その障害のため必要となる特別の費用をカバーする。  

l
一
－
－
 
 

1  

1  

l  

障害児福祉手当：月額1．4万円、支給実績6，3万人（平成19年度宋）  

○ 年金や手当が直接的な現金支給（〒叫文人の増加）であるのに対し、それ以外の   
関連施策として、以下のようなものがある。   

（1）利用者負担の軽減（注）利用者負担の在り方については別途議論   

（2）税制上の優遇措置（   

（3）地方自治体における施策   

（4）民間の割引措置  等  

t l－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－■－儀一－－－－＿＿＿－＿＿＿＿＿－＿＿－－＿＿＿－－＿僧＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿m＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿【＿＿＿＿  
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腰 陸呈豊里主査塵畳僅陸制度主著哀慕  

障害基礎年金   特別障害者手当   特別児童扶養手当   障害児福祉手当   

年齢  20歳以上  20歳以上  20歳未満   20歳未満   

施設輸在宅   施設・在宅   在宅   在宅   在宅   

障害程度  著しく重度 重度   

重度の心身障害児に対する福  

施設、・在宅にかかわらず、   とりわけ特別な費用が必要と   

される著しく重度の嘩人障害 者について、施設入所者と比  
趣旨  磯腐能力が低くなった者に 場合に生じる養育にかかる  重度の障害児について、施設  

較して在宅で暮らす場合に生 じる特別の費用（※）を力  入所者と比較して在宅で暮ら  

バーする。   カバーする。   す場合に生じる特別の費用  

（※）をカバーする。   

額   

1級：82，508円（／月）  1級：50，750円  

2級：66，008円（／月）   
26．440円  14，380円  

2級：33．800円  

稼得能力の補填  かかり増し費用の補填  養育に係る負担の軽減  慰謝激励的な性格  

（かかり増し費用の補填）  （かかり増し費用の補填）  

障害基礎年金2級の水準は   、痩衰基礎年金創出時に従来ゐ    従来、障害福祉年金と同額と    障害基礎年金創設時に従来の   

額の考え方   
老齢基礎年金の満額分 福祉車当を再編する際、生活保  なるように支給されていたが、  福祉手当の額を踏襲。  
級はその1．25倍。   護の水準等を勘案しこ了当時町福  障害基礎年金創設時に当該  その後は原則として物価スライ  

祉手当の皇倍程度の水準を目  年金とは別趣旨と整理し、当  ド。   
途七すべきとされた。  時の額を踏襲。  

その後は嘩則として物価スライ  

ド。  イド。  

※特別の費用：介護するために必要となる日用品、親の介護などの機会費用、同居者の精神的負担など。  
（注）障害者の所得保障制度としては、上記の現金給付のほか、住まいや各種サービスなど現物給付による支援がある。  
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≪障害者（20歳以上）≫  108．948円  

≪障害児≫  65，130円  

（注①）受給者の人数については平成19年鹿。（注②）受給璽軌こついては月額。  
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○ 障害者の生活実態に関連する調査には様々なものがあり、収Åと支出の状況を  
統一的に把握できる十分な母数をもつデータかどうかという点で一定の限界はある   

が、例えば次のような調査結果がある。  

く参考）調査結果（例）  

①主に年金で生計を維持している障害者が多い。 （平成銅年障害者施策総合調査内閣府）  

，－－……－…－‥川…－＝－＝－…－－…－－－－……－－－－……－＝－－……－－一………帽－‾－…‾【‾…‾‾‾‾‾…‾…【Ⅶ－○¶【■M……椚‾……‾‾……‾州……岬M【’t■‾け‘‾叩≠∵  

l ；年金：5499％、給料＝19．9％、家族からの援助：1臥5％、作業工賃＝288％、手当＝1・1％ 日 こ 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿－－－＿＿－＿－－－－＿一一－－一一－－－－－－－－一－－一一－－－－－－－－－－－一－－－－－－一一■■－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾■‾■‾‾‾  

（「主に何で生計を維持していますか」と・の間に答えた人の割合）  

②1ケ月当たり7万円～11万円の範囲で生活している障害者が多い坪成2碑障害者施策総合調査内閣府）  
川■－－■－■■■－■●■●■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－【－－－－－－－－一一－－h－れ一一－－－－－－－－一一－－－■－－－－－一巾－【愉－－…－－－－－－－－－一一－－－－耶－－－－－－－…欄－－■■■－－－－一一                                                                                                                                                                                                                     l  

（収入）7～11万円：28．1％、15～23万円：15．0％、11～15万円：13－0％  

（支出）7～11万円：28．1％、15～23万円：15．0％、11～15万円＝12・9％  

③障害者単身世帯の1ケ月あたりの平均収入は13万円程度である。（平成1時庭厚生労働科学研究）  
I I 

l！  

l t  

（世帯平均収入）単身＝13万円程度、ウ≠づ○ホームニ11万円程度、親兄弟同居＝53万円程敵失婦等＝51万円程度  
（うち本人収入）単身：13万円程度、ク≠－プホーム：11万円程度、親兄弟同居：8万円程度、夫婦等ニ16万円程度  

＝…＿‥……＿＿＿＿…＿＿…＿＿‥＿＿……‖……‥＿…－＿……＿＿……＿＿…＿‖＿…‖一冊…‖＿＿…＿……－－－……………サ…一一……－－…－…叩…－p……mP……M…………－－－J II 

1  

臣  1  

l  

l  

l  

l  

l  

！ ■■■－■一■－－－■一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－→－－－－－－－－－一一－－ －一一－－－－－－－－－－－－－－■一■■  
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○ 現状では、それぞれの趣旨■目的の下、所得保障に関する様々な施策が講じら   

れており、それぞれ障害者の生活を支える上で重要な役割を果たしている。  

○ こうした中、特に障害基礎年金など直接的な所得保障を始めとして、充実を求め   

る声がある。  

○ 一方で、与党PT報告等において指摘されているように、社会保障制度全般の一   
体的見直しに関する議論との整合性や財源の確保を図った上で検討することが必   

要。  
一
■
－
－
－
■
－
－
－
■
－
－
一
－
■
■
■
－
－
■
■
－
●
－
■
－
■
－
 
 
 

1・障害基礎年金の給付額は、稼得能力が低下した者に対する給付として老齢基礎年金とのバランス   
に基づいて設定されており、障害等級が2級の場合は満額の老齢基礎年金と同額となっていることに   
留意が必要。   

2。障害基礎年金について、例えば、1級・2級ともに一律25％引き上げた場合、機械的に計算すると   
その所要額（給付費ベース）は約4，000億円。（＝給付費1。4兆円（平成19年度）×0．25）  
また、基礎年金全体を一律25％引き上げた場合は、約4．5兆円（＝給付費17。9兆円（平成19   

年度）×0．25）  

※平成21年康における障害福祉サービスの概算要求額く国庫負担）：約5，700億円（→給付費ベース：約1．1兆円）  
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○住宅費に関わる施策としては、以下のようなものがある。  

仙囁促進 ※「住まいの場」の確保で議論  

・ゲルづ○ホーム・ケアホームの実施に当たっての敷金・礼金の助成  

サルづ○ホーム・ケアホームの整備費の助成  
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皿堕零施策との連換  ※「住まいの場」の確保で議論  
・公営住宅への入居促進  
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各自治体において、障害者世帯に対し、倍率優遇や戸数枠の設定などによる優先入居  
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・公営住宅のグループホーム・ケアホームとしての活用促進  
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公営住宅の障害者ゲルづ。トム事業活用実績【6件（平成8年ト539件（平成1綿）】  

血 助  

・家賃補助については各自治体によりそれぞれ独自の対応。   
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■■｛＝■■一‥－－－－＝－－…－－一一一－－－－－－－－－－‥…－‥＝－－－－－－－＝‥＝－…－‥－－－－－－－－－－－－－－－－－－＝－－－－－、＝－－－‥－－－■－‥－－‥▼・■・川、■…■－  

（例けルイホーム・ケアホームの家賃補助  

・実施自治体数：6都県（東京敵手葉県、神奈川県等）、149市区町村（全市区町村の約8晰  

t対象者：4，363人   

・平均家賃補助板月約2．3万円（最低3，200円～最高＄9，800円）※厚生労働省調べ（H19）  
L川‥＿…‥‖…＿＿＿…………＿……………－……………＝－……－－一－－…－－－－…－…－…－…－一－……一－【・……－－…‾‾…‥’…J ミ  
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議会  
10．3り   

地域における自立した   

生活のための支援  

『所得保障』  

（参考資料）   



l‾‾‾‾‾‾‾‾‾■、、－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●t‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－－－－一一‾－－－－－－－－一一－一一－－－－－－・－－－－－－一一－－－－－－一一－－・－一－－・・－－一一－－－－－1一  

1  

1  

1  

l  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾’、‾■‾‾’‖‾■■、■‥’て‾‾‾‾■－‥ ‾‾‾‾ ‾1  

1  

1  

1  

1  

1  

t  

0 障専者自立支援法く平成17年法律第123号）附則（抄〉  、ノ 粁Fロ▼目口』Lノヽ】員倫＼TJ恥＝‾「〟ヽ7年り吊‖■刃巧／Mつ州＼丁プ′  

：第3条第3項 政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ、就：  
；労の支援を含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要…  
；な措置を講ずるものとする。 l  

0 障害者自立支援法実に対する附帯決諌（平成け年相川帽衆議院厚生労働委員会、平   

成け年10月13日参議院厚生労働委員会）（抜粋）  

附則第3条第3頓に規定する検討については、就労の支援を含め、障害者の生活の安定を図ることを目的；  
；とし、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて、障害者の所得の確保に係る施策の在…  
亘 り方の検討を速やかに開始し、3年以内にその結論を得ること。  

○ 障害者自立支援法の抜本的見直し（平成19年12月7日与党障害者自立支援に関するプ   

ロジェクトチーム）  

l  

障害者の所得の確保に係る施策の在り方について、就労の支援を含め幅広い観点から検討を行う。その際、：  
宴 社会保障制度全般の一体的見直しに関する議論との整合性や財源の確保を図った上で、障害基礎年金の引上ミ   
毒 げ（例えば2級の金額を1級並に，1級の金額は更に引上げ）や住宅手当の創設についても検討を行う。  

l  l  

I   

l  

l   

l  

l t ，－ －■ ■，－ －■ ■－ －■－ － －，■－ ■－ 一一 － ■－－ － － ■－－－ q ■⊃－■■－■■ － －－，－・・－－－－●・■－ －－■■■■ －■一一－－－－●－ －－ －－－■－，－－ ▼－ ■－ － ■■一－－■－ ■ ■－－－▼■ ■■－ ■▼－－■－ ■－・－1■－ －－一－ －・－ － －－ －，－－■ －－ ■一・Ⅶ －n－ ■－ －■ －－－ ■－ － ●一▼－ －－一 一－■℡ ■－ －■ －・・一 － － ●－ －・■一－ ■－ h －1－－ ■，－－ －・－－ の‥一 打 －】＋一→■－－ －一，1－－■■ 叩 － － －－ 〃－ ●   



1．年金   ○ 障害基礎年金【1級：月8．3万円、2級：月6．6万円】   

2．手当   ○ 特別児童扶華手当（在宅のみ）【1級：月5．1万円、2級：3。4万円】  

○ 障害児福祉手当（在宅のみ）【月1．4万円】  

○ 特別障害者手当（在宅のみ）【月2．6万円】   

3．住宅費   O「基金」を活用したGト1・CHの敷金・礼金補助（特別対策）【補助額＝入居者1人当たり13．3万円】  
O GH・CHに対する整備費補助（緊急措置）を通じた家賃軽減【補助額：l住居当たり2．000万円以内】  

○ 一部の地方自治体による、GH・CH入居者等に対する家賃補助【平均家賃補助輪：月2～3万円程度】  

○ 国土交通省の「地域優良賃貸住宅制度」（家賃低廉化措置）【家賃補助額：月最大4万円】   

4．その他   ○ 就労施策の推進（エ賃倍増5か年計画等）【約1．2万円（平成18年度）→倍増を目指す（平成23年度）】  

○ 心身扶養共済給付金（1ロ：2万円、2ロ：4万円）  

○ 利用者負担の軽減（平成20年産までの経過措置）  

・特別対策（国費120億円、給付費ベース240億円）  

・緊急措置（国費100億円、給付費ベース200億円）※満年度ベース  

○ 税制（人的控除）  

・障害者捷除：65万円（※通常の基礎控除は38万円）  

・特別障害者控除：78万円  

・同居特別障害者扶養控除：113万円  

○ 各種割引制度  

・JRの旅客運賃割引（身・知）  

・航空運賃割引（身・知）  

・有料道路の通行料金由割引（身・知）  

・NHKの放送愛情料の減免（身・知・精）  等  



障害基礎年金について  

2級   1級   

年蛸  66，008円／月   82，508円／月  
（ヲ92，100円／年）   （990．100円／年）  

※ このほか、子の加算あり   ※ このほかも予め加算あり  

※ 老齢基礎年金を満額もらった場合と同額   ※ 2級の年金額の1。25倍   

障害等級の例   －1上肢鱒機能に重しい障害を有するもの   ・両上肢の機能に著しい障害を有するもの  

■1下肢の機能に著しい障害を有するもの   ・両下肢の機能に著しい障害を有するもの  

・両眼の矯正視力の和が0．05以上0．08以   ・両眼の矯正視力の和が0．04以下のもの  
下のもの  1その他   

・その他  

支給要件   ・初診日の前日において、当該初診日の属する月の前々月までの保険料納付済期間（保険料免除期間含  
む。）が加入期間の3分の2以上ある者の障害  

※初診日の前日において、当該初診日の属する月の前々月までの1年間に滞納がない場合も支給（平成2  
8年4月1日前までの経過措置）  

・20歳未満のときに初めて医師の診療を受けた暑が、障害の状態にあって20歳に達したとき∴又は  
20歳に達した後に障害の状態になったとき（ただし所得制限有り）   

支給認定時   p初めて医師の診療を受lナたときから1年6ケ月経過したとき（その間に治った場合は治ったとき）に陣  

審の状態にあるか、又は65歳に達するまでの間に障害の状態となったとき   

受給者数  83万5千人  67万7千人   

（平成19年度末現在）  

○厚生年金加入期間中の傷病による障害がある場合は、障害基礎年金に加えて、障害厚生年金が支給される。  

0 このほか、障害が一定程度以上の者には、特別障害者手当が支給される。  

3   



陣幸児者に係る主な手当  
特別児童扶養手当   特別 障 害 者 手 当   障 害 児 福 祉 手 当   

目   的   精神又は身体に障害を   特別障害者に対して、   重度障害児に対して、  
有する児童について手当を  所得保障の一環として重度  その障害のため必要となる  
支給することにより の障害のため必要となる  精神的、物質的な特別の  
、       これらの児童の福祉の増進  精神的、物質的な特別の  負担の軽減の一助として  
を図・る。   負担の軽減の一助として  手当を支給することにより  

手当を支給することにより  重度障害児の福祉の向上を  
特別障害者の福祉の向上を  
図る。   

支給要件  1．20歳末滴   1．20歳以上   1．20歳未満  
2．在宅のみ   2．在宅のみ   2。在宅のみ  
3．父母又は養育者が受給  3．本人が受給   3．本人が受給   

障害程度  1級…身障1級2級及び  身障の1級及び2級の  身障の1級及び2級の一部  
3級の一部  

2級…身障2級の一部 
重複等   

、  3級及び4級の一部  

給付月額  2（う，440円   1．4，380円   
（20年度）   

所得制限  1．本人（2人世帯）   同  左  

7，707千円   5，656千円  
（年収）   2．扶養（6人世帯）   2．扶養（6人世帯）  

9，■542千円   9，542千円   

給付人員  108，993人   63，288人   
（19年度未）   

20年度  93，134，925千内   25，994，274千円   8，279，645千円   
予算額  

負 担 率   国10／10   国3／4、都道府県、市及び  同  左   
福祉事務所設置町村1／4  

支給諷定   都道府 県（諷定）   都道府県、市及び福祉事務   同  左   
事務   国（支給）   所設置町村   

（注）所得制限限度額は、平成14年8月からの額である。  
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障害児者に係る手当の経緯  

特別児童扶養手当   
福祉手当  

（障害児福祉手当）   （特別障害者手当）   （経過的福祉手当）   

S39  「重度精神薄弱児扶養手当法」の創設  

・在宅の重度知的障害児  

・障害福祉年金の額を勘案して設定  

1，000円  

「特別児童扶養手当法」に改正  

・支給対象を重度の身体障害児に拡大   

障害福祉年金と同額に引上げ  
。1l，300円  
・以降、昭和60年度まで同水準で推  
移  

「特別児童扶養手当法」を「■特別児童扶養手当等の支給に関する法律」  

に改正  

・重度の知的障害と重度の身体障害が蚤複する特別障害者に「特別福祉手当」を支給（全額国  
庫負担）  

・3，（削円  

福祉手当の創設  

・特別福祉手当を発展的に解消し、対象者を拡大（重度障害者）  
・4，000円  

2級を創設  
。中程度の障害児に拡大  
S50．10 1級：lg，000  

2級：12，000  
（注）1．級は2級の1．5倍  

経過措置  

従前の福祉手当の額  

再編 20，800円  
（注）障害基礎年金と併せて相  

当の水準（生保の支給額も勘  
案）とする観点から、従前の  
福祉手当の額り0，800円）の  
2倍程度で設定  

1級40，帥0円  
2級27，200円 老齢福祉年金並び  
（注）1級は2級の1．5倍  

再編  

従前の福祉手当の額  

年金の物価スライドによる額の改定に準拠して毎年度額を改定  

完全自動物価スライド制の導入（平成2年4月適用）  

財政再計算により、基準額を改定  
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年金・手当以外の関連施策  l■■一■■■－■－－■一－－■－－●一■－－－－－■－●■一■－－●●●■●－■  

1  

1  

t  

l  

1  

l  

l  

l  

l  

l  

； 童  
I  

t  l  

（1）利用者負担の軽減  
i I 
l嘉  

I1 1  
t】  
ll  

；；  

ll  

；：  

I I 

！l  

・「特別対策」、「緊急措置」により、適所■在宅、障害児世帯を中心に、負担上限月額を大幅に   
引下げ。   
施設入所者については、日常生活に必要な金額として、2．5万円～3．0万円が手許に残るよ  

う配慮。  

l  l ■  

t ；  

（2）税制上の優遇措置  
l  

1  

1 ■  

l  

I I 

11 1 1l  
I I 
lt  

争種税控除（所得税、個人住民税）  

各種非課税措置（相続税、贈与税、身体障害者物品の譲渡・貸付け）など  
l  t  

：ミ．  
ll  

l  

l  

1  

1  

】  
－  

】l  

ll  

l                 ：：  

ll  
ll  

（3）地方自治体における施策  
■一一■一■■－－－－－■一■●■－－一－一一■－■一一一一一一－－■－－－－－－－－一－－一一－－－－－－－■－－－■－－－■－－－－－一一一一－－－●－一一－－・一一－■一－－■－－－－－－  

l  

l  

l ■  地方自治休単独事業による医療費自己負担の助成 など  l  1  
1  1  

l  

・地方自治体が運営するバス等の運賃割引制度など  

（4）民間の割引措置  

讐 t            ：l  

ll  

ミ：  

t t  

い  
＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿疇＿＿＿＿＿＿一■－ t  

l  

・公共交通機関の旅客運賃割引制度（JR、航空会社など）  

・NHK放送受信料の減免 など  

l  

t＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－－－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－ －－－－－－－－－－－－岬－－－－－－－－■‾‾‾‾欄‾  
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障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  

（障害者（大人）の場合）  

ホームヘルプサ【ビス  

【知的障害者適所授産施設】  【月150時日   詞（日常生活支援）】  

（事業費約14．9万円）  （事業費約24万円）  （事業費約19．2万円）  

＋58，000円）  

（．。。，  

（旦0円）  

※括弧内は、五重負遥＋食費等実費負担  
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障害福祉サービスに係る利用者負担の比較  

（障害児の場合）  

適所サービス  

（事業費約14．4万円）  （  

障害者自立支援法  
措置費制度    （特別対策後→緊急措置後）  支援費制度！  （特漂諾芸温故， 措置鮒度（特男後）  

く100円）  

※ 括弧内は、定率負担＋食費等実費負担  
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所得区分別1人あたり総費用額及び利用者負担額  
（平成20年7月分）  

叩般2  

50，000  100，000  150，000  200，000  250．000   

（円）   
（出典）国保連データ（7月分）   9  



持寄曹の所得億陣に服する現行統計・調麿対偲康  

義孝¢帝韓鱒鱒と  

粁的確睾児（者）婆提執筆  身体幹事埠・華美態坤華   ．早生東棟準紺潤す  

や率率帝畢   

調査実施主醸 厚生労働省   厚生労働省   国立社会保障8   厚生労働省   

（陣専保鐘福祉部）   （辞書保健福祉部）   人口問題研究所   く大臣官房統計欄報部）   
内閣府  

直近の崗査年次  平成17年   平成18年   平成柑年   平成柑年   平成20年   

（調査蒔点）  （平成1丁年11月1日現在）   （平成18年7月1日現在）   （平成18年9月1日現在）   く平成柑年8月～7月）   （平成20年2月～3月）   

母数  2，075件   4，2悶件   
113件  

（平成17年：129件）   
23．513世帯   2．583件   

3障害別   ×   ×   0   ×   ○  

平均所得額   ○   ○   ○   0   0  

△  
○   0  

△  
（所得内訳）  

△ （一部抽出可※1）  （一部抽出可※り  （一部抽出可※り  

平均支出額   ×   ×   O ×   ○  

抽出を要す  

る調査項目  ×   ×   ○   ×  
△  

の有無  （一部抽出可※2）  

住居の形態  

別（在宅・施  
△  △  

（在宅のみ）  （在宅のみ）   
0   0   0  

設別）  

年齢階耶血   ○   0   ○   0   ○  

世帯別   ○   0   ○   ○   0   

知的障害者く在宅）の  

備考  みの調査 みの調査   
年1月一12月までを対象  

・支出については、平成18  

年9月．の1ケ月間を対象  

※1『知的障害児（者）基礎調査』、『身体障害児・着実態調査』では「仕送り」と「賃金」、『障害者施策総合調査』では「年金」、「手当」、「仕送り」、「賃   
金」について把握可能。  

※2「1ケ月当たりの家賃の軌、「1ケ月当たりの障害福祉サービスの利用料」について把握可能。  
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障害者の生計の実態について①  

障害者の主な生計  

手当，1．1％  

の  （「主に何で生計を維持していますか」との間に答えた人  

（出典：「障害者施策総合調査」（平成20年2月～3月 内閣府実施）  

12  



障害者の生計の実態について②  

1ケ月当たりの各種収入の合計金額  

不明一無回 ′「1万円，2．8％  

1ケ月の生活費  

50万円，  
1．4％  50万円，「不明■無回  

1・4％、答，11．0％  
1万円，2．8％  

1～3万円，  
4．1％  

答．10．9％  
し  
＼  

ト｝3万円，   

4．1％  
30～50万  

；円．5．7％ 

25～30万ノ   

円．4．2％  
／   

L 23～25万 

円，2．8％  

3・L  
】  

3～7万呵   

12．1％  

■7～11万円．   

28．1％  

＼＼、、」7～‖万円．  

28．1％  
15－23万」．  

円．15．0％  

11へ′15万  

円・12・9％   

（「あなたの1ケ月の生活費（支出）はどれくらいですか」と：の間への回答）  

＝～15万  

円，13．0％   

（「働いている場合、1ケ月の賃金（作業工賃を含む。）はどれくらいですか」  
「■家族からの援助を受けている場合、1ケ月当たりの援助の猿はどれくらいですか」  
「公的年金を受給していますか。また、その1ケ月当たりの年金額はいくらですか」  
「手当等を受給していますか。また、1ケ月当たりの手当頼はいくらですか」   
との間への回答の合計金頼）  

0調査対象：全国から抽出した障害者：5，124人  
0有効回収数：2，563人（有効回収率：50．0％）  
（内訳）■身体障害者手帳所持者：1．522人  

・療育手帳所持者：4フ6人  

・精神保健福祉手帳所持者：475人  

・その他：90人  

0調査方法：郵送による配布・回収   

（出典：「障害者施策総合調査」  

（平成20年2月～3月 内閣府実施）  
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障害者の生計の実態について③  

家賃を払っている場合、1ケ月当たりの  

家賃の額  

1～3万円， 3～7万円， 7～11万円，  
6・5％ ＼、10・5％  ′  2t7％  

1ケ月当たりの障害福祉サービスの利用料  

～1万円  
11～15万円．  

0．5％  

15～23万円，  

0．1％   

2．0％  

不明・無回  

答，57．9％「  ＼、、23～25万円，  
＼、＼  

＼、、＼ 

＼（、  

い、  ＼  
＼ ＼  

0．0％  

、25～30万円，  

0。0％   

不明・無回  

答，72．7％  

＼、＼、＼30～50万円・  

50万円，0．0％  0・0％  

（「障害福祉サービスを利用するのに1か月にどれくらい支出していますか」との間への回答）  （「家賃を払っている場合、1ケ月当たりの家賃の頼はどれくらいですか」との間への回答）  

（出典：「障害者施策総合調査」（平成20年2月～3月 内閣府実施）   



本人収入   他の世帯員の収入   世帯収Å合計  

単身世帯   12，7  頂2M7   

グループホーム   10．9 頂0の9   

その他世帯   10．7   皐こ；≡   19．3   

夫婦等   15．7   35、0   5Q，8   

親兄弟同居   8．3   44、8   53日1   

平均   12ト9   31、了   44。7   

∈単位：万円／月ラ  

（注）「障害者の所得保障と自立支援施策に関する調査研究」（平成18年度）を基に月額を  

算出したもの。  
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者の年金・手当等の受給状頴  

1．身体障害者（在宅20歳以上）の年金・手当受給の有無  

lO†i    20†i  30％  40，i  

（出典：身体障害児t者基礎調査（平成18年））。公的手当には地方公共団休が独自に支給している手当などを含む。）  

2．知的障害者（在宅20歳以上）の年金・手当受給の有無  

公的年金‥‥  

公的手当  

50サi   80†i   70？i   80，i   90，i lOO％  0，i  lO％    20†i    30，i    ヰ0％  

（出典：知的障害児（者）基礎調査（平成17年））  

3．精神障害者の年金受給の有無  

0
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
％
 
 

（出典：精神障害者社会復帰サービス等調査（平成15年））   
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生活保護を受給する障害者の状況  
1．障害者数（傷病・障害別）  

総数  
障害・傷病   

者   席革章  

戯  
傷病者数  

存症   
精神病   その他   

1，473，26   
749，810   …′   J紙別叩   Jヰ73旧   jJJ  527．590   15，080   

0  

154，030  358，480   

2．障害者世帯数  

総数   高齢者世帯   母子世帯  傷病■障害者世帯   
鱒革声密勅   

その他世帯  
（傷病者世帯）   

1，050，650   470．090   86，770   401，420   ′ノI鎚！   256，520   92，370   

3．障害者世帯の住居  

総数  摩害者世帯   持ち家  持ち家  その他  

（一戸  （マン  公営住宅   借家   貸間   

建て）  ション）  

1，050．650   71珂勃形   ノI一′   竺’I‡   ．∴ナJ／   乃藩卿   芸ゴ声r＝；′■∫毛；   ノ′′∴′′・′視   

4．障害者世帯の収入  

（1）就労の状況  ：世帯主が就労6，460世帯就労収入額51，647円く平均月梅）  

（2）年金の受給状洩：年金収入のある世帯数64，640世帯うち障青年金受給世帯50，650世帯  

く出典：被保護者全国一斉調査（平成18年7月 社会■援護局保護課実施））  
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公営住宅においては、知的障害者、精神障害者が地域での自立した生活を営む場を提  
供する万策として、平成8年に公営住宅法を改正し、社会福祉法人等が「グループ  
ホーム事業」を実施する場合に公営住宅を活用することができるとした。  

対象となる社会福祉事業  

①認知症高齢者グループホーム事業  

：老人福祉法に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業  

②知的障害者グループホーム事業、精神障害者グループホーム事業  
：障害者自立支援法に規定する共同生活介護又は共同生活援助を行う事業（同法に規定する精神障害者又は知的障害者に対して行う  

ものに限る。  
③ホームレスの自立支援のための活用  

：ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法に規定するホームレス自立支援事業により就業した者に対して生活上の支援を行う  

事業（地方公共団体が当該事業に要する費用の全部又は一部を負担してその推進を図るものに限る。）  

公営住宅を活用することができる主体  

①社会福祉法第22条に規定する社会福祉法人  

②地方公共団体  

③医療法人  

④民法第34条の規定により設置された法人  

⑤特定非営利活動促進に基づき設置された特定非営利活動法人  

⑥介護保険法に規定する指定地域密着型サービス事業者で認知症対応型共同生活介護を行うもの又は指定地域密着型介護予防  

サービス事業者で介護予防認知症対応型共同生活介護を行うもの   



※平成8年度、12年度については、認知症高齢者グループホーム垂業を含む。  国土交通省資料より  
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巨 家賃補助』  匪．＿サ毒、i萱＿＿表蛙些．【．套．畢．ご．－昼  

公営住宅  

（概ね国45％、地方55％）  

・平均家賃補助琴月23，240円（平成絹嘩度厚生労働省調べ）   

※実施自治体敷：6都道府県、149市町村  
対象者観863人、平成19年度予算額12，2億円   

・GHJCH       、1⊥＿む二塁三＿＿旺巴．   

（平成17年計軒列レープホーム学会調べ）  民
間
賃
貸
住
宅
 
 

、－一一′  

′一‾、、  

・家賃補助輯対象世帯数×月4万円を限度   
※r特優鴛」：16万戸、「高儀眉」：8万戸く平成19年度未）  

（注1）障害者の入所施設については、居住費用の負担はない。  
（注2）家賃補助については、上記のほか、生活保護制度における「住宅扶助」の仕組みく最低額21，300円～最高額53，700円）がある。  
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府県別家賃について  

◆1月当たりの家賃は、最低（宮崎）と最高（東京）で2倍以上の開き。  

全
国
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大
分
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長
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高
知
 
 

愛
媛
 
 

香
川
 
 

徳
島
 
 

山
口
 
 

広
島
 
 

岡
山
 
 

島
根
 
 

鳥
取
 
 

和
歌
山
 
 

奈
良
 
 

兵
庫
 
 

大
阪
 
 

京
都
 
 

滋
賀
 
 

三
重
 
 

愛
知
 
 

静
岡
 
 

岐
阜
 
 

長
野
 
 

山
梨
 
 

福
井
 
 

石
川
 
 

富
山
 
 

新
潟
 
 

神
奈
川
 
 

東
京
 
 

千
葉
 
 

埼
玉
 
 

群
馬
 
 

栃
木
 
 

茨
城
 
 

福
島
 
 

山
形
 
 

秋
田
 
 

宮
城
 
 

岩
手
 
 

青
森
 
 

北
海
道
 
 

（出典）総務省「住宅1土地統計調査」による2003年のデータ（専用住宅の総数）。宮崎＝1．00とした場合の値。  
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社食保陣容議会－  

吋i‖匝．  （H2U1031）  

障害者の範囲   



1障害者の定義  

ー ー ー ■■■ ■■● 一 ■ ■l■ － ■■ ■ － ■■ － ■■■ － ■ － ■ ■■l■－11111■1－ ■ －■ ■l■■■■ －■ ●■ － ■■■■■ －－■■■■ ■－－ － ■－■ ●－● － －－■・■ － － →■■← －－■ － － －－ － 【叫 －■－ ●■－ ■■－ －■・－ 一 嶋 ■－1■－ ■■－ ■，■－■ ■■ － ■■■ ■■■■  

■■■                                                                                                       酵  

0 現行の障害者自立支援法における「障害者」の定義は、身体障害、知的障害、精神障害のそれぞれに   
ついて、身体障害者福祉法その他、個別法を引用する形で規定されている。  

竃障害者自立支援法〉  

第4条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者、知的障害者  

福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第  

5条に規定する精神障害者（知的障害者福祉法にいう知的障害者を除く。以下「精神障害者比かう。）の  
うち18歳以上である者をいう。  
2 この法律において「障害児」とは、児童福祉法第4条第2頓に規定する障害児及び精神障害者のうち1  

8歳未満である者をいう。  

○ 障害者基本法における「障害者」とは、「身体障害、知的障害又は精神障害があるため、継続的に日常  
生活又は社会生活に相当な制限を受ける者」と定義している。また、障害者権利条約では、目的規定にお  
いて、「長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する者であって、様々な障壁との相互作用  
により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨げられることのあるもの」とされている。   
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○  

昏  
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8  

8  
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I  
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8  

児童福祉  
身体障害者  

法第4条  

身体障害者福祉法第4条に規定する身体障害者  

規定する  

知的障害者  障害児  
知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上であ  

る者  

うち18歳未満  精神障害者   

精神陣青春の  である者  
精神障害者福祉法第5条に規定する精神障害者のうち18  

歳以上である者  
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三 う±＿＿空調  
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1  
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8  
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一  

白  

騒  

8  

く身体障音者福祉法〉  

第4条 この法律において「身体障害者」とは、別表に掲げる身体上の障害がある18歳以上の看であっ  

て、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。  

く知的障害者福祉法〉  

第1条 この法律は障害者自立支援法（平成17年法律第123号）と相まって、知的障害者の自立と社会  
経済活動への参加を促進するため、知的障害者を援助するとともに必要な保護を行い、もって知的障  
害者の福祉を図ることを目的とする。  

く精神保健及び精神障害者福祉に関する法律〉  

第5条 この法律で、「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はその依存症、  
知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。  

〈障害者基本法〉  

第2条この法律において「障害者」とは、身体障害、知的障害又は精神障害脳下「障害は総称す  
る。）があるため、継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける者をいう。  

そ障専者権利条約く政府仮訳）〉  

第1条（目的）（前略）障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する看であっ  
て、様々な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨げら  
れることのあるものを含む。  
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障書者権利条約の批准の動きも踏まえ、自立支援法による時事者の定義について、身体障害者福祉  
法等の個別法を引用するのではなく、支援の必要性によって対象者を判断すべきとの声がある。  
一方、この考え方については、  

①支援の必要性のみで対象者を判断することになれば、時事者だけでなく、加齢や一時的な疾病に   
より支援を要する人など、あらゆる福祉的支援を要する者を対象とする法律となること。  
②障青者基本法における障青者の定義も、何らかの障青があるため継続的に日常生活又は社会生   
活に相当な制限を受ける者としており、支援の必要性のみによって対象者を定めていないこと。  

③訓練等給付や自立支援医療などについては、障専程度区分のような客観的なニーズ判定手法が   
なく、誰を対象とするのか、市町村において適切に判断することは困難であること。  
といった多くの課煽がある。  

【論点（案）】  

（障害者の範囲について基本的な考え方）   

支援の必要性によって障害者自立支援法の対象者を判断することについ  

て、他制度への影響等、多くの課題があることを踏まえ、どのように考えるか。   



現状①  
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日  
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召  
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盲  

ヨ  

8  

8   

0 発達障害のうち、知的障害に該当する場合には知的障害者として、知的障害に該当しない場合に   
は精神障害者として、障害者自立支援法の対象となりうるが、このことが明確にされていない。  

○ 一方、発達障害者支援法においては、発達障害が定義されるとともに、発達障害の自立と社会参   
加を目的として、都道府県等への発達障害者支援センターの設置や発達障害情報センターの琴置な   
ど様々な取組が行われてきたところ。（発達障害者支援センターについては、都道府県地域生活支援   
事業に位置づけられている。）  

く発達障害者支援法〉  

第2条この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障  
害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において発現  
するものとして政令で定めるものをいう。   

2 この法律において「発達障害者」出ま発達障害を有するために日常生活又は社会生活に制限を受ける者  

をいい、「発達障害児」とは、発達障害者のうち十八歳未満のものをいう。  
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匂  

○ 高次脳機能障害は、概念的には精神障害に含まれており、障害者自立支援法の対象となりうるが、   
このことが明確にされていない。  

○ 一方、高次脳機能障害については、現在、高次脳機能障害者への支援拠点の設置や専門的な相談  

支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実など、高次脳機能障害者に対する支援体制の確立を   

図ることを目的とする「高次脳機能障害支援普及事業」が、都道府県地域生活支援事業として推進され  
≡ ている。  
l  
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【論点く案）●】  

（発達障害及び高次脳機能障害の障害者自立支援法における位置付け）   

障害者自立支援法上のサービスをより受けやすくするため、発達障害者  
及び高次脳機能障青暑が障事者自立支援法上の障害者に含まれることを、  
何らかの形で明確化する必要があるのではないか。   
この際、特に発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達  
障害者の定義規定も置かれていることを踏まえ検討すべきでないか。  
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；一室 翠状  
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○ 難病患者のうち、難病に起因する肢体不自由や内部障害があり、身体障害者福祉法の障害者の要   
件に合致すれば、身体障害者として認定され、このような場合には障害者自立支援法上のサービスめ   
対象となっている。  

○ また、介護保険の被保険者である65歳以上の難病患者等（40歳以上65歳未満であって特定疾病※   
に該当する者を含む。）が、要介護認定又は要支援認定を受けた場合に、介護保険から居宅サービス、   
施設サービス等を受けている。  

※ 特定疾病…筋萎縮性側索硬化症、後縦靭帯骨化症等  

○加えて、障害者自立支援法や介護保険法の対象とならない難病患者のうち、難病患者等居宅生活支  
援事業の対象となる患者に対しては、ホームヘルプサービスや短期入所などのサービスが実施されて   
いる。  
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0 現在身体障害者福祉法の身体障害者として認定されない難病患者について、障害者自立支援法の対  
象に加えるべきとの声がある。  

○ このためには、障害者自立支援法の対象者を支援の必要性によって判断するという方法※と、身体障  
害者福祉法の障害認定において、難病を身体障害に含めるという方法が考えられる。  

※「（1）障害者の範囲についての基本的考え方」で検討  

0 難病を身体障害に含めることについて、  

これまで身体障害者福祉法の障害認定では、   
① 身体機能に一定以上の障害が存在し、   
② その障害が固定又は永続していること、   
③ 日常の生活に著しい制限左受けていること、  
という考え方に基づき、認定を行っている。   

具休的には、検討対象となった障害ごとに、上記の考え方に合致しているか否かを「身体障害者福祉審  
議会審査部会」（現：疾病・障害認定審査会身体障害言忍定分科会〉において、医学的、専門的観点から審  
議し、診断基準についても併せて検討した上で、その結果に基づき、決定がされてきてし、る。   
従って、難病を身体障害に含めることについては、こうした経緯や現行制度の考え方を踏まえて検討す   
る必要がある。  
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0 現在、身体障害者、知的障害者、精神障害者のうち、身体障害のみが、手帳を所持していることが   
条件となっている。  

0 このため、障害者自立支援法のサービスを受けるにあたっては、身体障害者のみが手帳を所持す   
ることが前提となっている。  

〈身体障害者福祉法〉  

第4条 この法律において「身体障害者」とは、幽畳  
であって、剋運慶県鮎をいう。   

※ 別表に定められている障害の種類  

（D視覚障害  

②聴覚又は平衡機能の障害  

③音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害  
④肢体不自由  
⑤心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害その他政令で定める障害  

1■t   



○ 身体障害者について、知的障害者、精神障害者と同様、手帳を所持しなくても、身体障害者福祉法の   
別表に該当することが確認できれば、身体障害として認定し、障害者自立支援法上のサービスの対象と   
すべきではないかという考え方がある。  

○ 一方で、身体障害者の定義から手帳所持の要件を外すことになれば、市町村窓口における判定業務   

の困難性や身体障害者手帳が自立支援法以外の各種公共サービスの割引等に広く活用されている実   

態を踏まえると、多くの混乱が懸念される。  
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（2）知的障薯の定義規定  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－－■一一‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■－－－－－－－－－－■－－－－－－－‾ 「  

日  
l  

0 現在、身体障害、知的障害、精神障害のうち、知的障害のみが、個別法による定義規定がない。  
0 知的障害の程度に関しては、重度とそれ以外の程度区分についての基準が示されており、児童相談   
所または知的障害者更生相談所において判定が行われている。  

く知的障害者福祉法〉  

第1条 この法律は障害者自立支援法（平成17年法律第123号）と相まって、知的障害者の自立と社会  

経済活動への参加を促進するため、知的障害者を援助するとともに必要な保護を行い、もって知的障  
害者の福祉を図ることを目的とする。  

【療育手帳制度における障害の程度及び判定基準】（国通知）  

重度（A）とそれ以外（B）に区分  

① 重度（A）の基準  

（む知能指数が概ね35以下であって、次のいずれかに該当する者   

・食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を必要とする。   
・異食、興奮などの問題行動を有する。   
②知能指数が概ね50以下であって、盲、ろうあ、肢体不自由等を有する者  
○ それ以外（B）の基準   

・重度（A）のもの以外  

L・●－ －■ － － － － 一 一 －－ ■・・－ ■一 一－ ■－ －■ －－ ■－ ■－ ■ －－ H－ － － ■■ － － － ■－ ■■ ■■ － ■一 一■ － ■－ ■－1－ ■■ ■■ ■■ ■■ － ■－1●－ －1－ ■■ ■－1■1－ ●－ ■－11－ ■－ － ■ ■■ ●－ ■－ － ■■－ － ■－ ■■－ ■■－ 榊 ■一 ■－■ ■ －■  
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群議会－一陣寮魯部会  

第ヰ2固（H20．柑．31）  

障害者の範囲  

（参考資料）   
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基本法（昭和45年法律第84号）  
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障害者自立支援法（平成17年法律第1ぞ3号）  

（定義）  

第四条 この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条に規定する身体障  ∈ヨ  

者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち十八歳以上である者及び精神保健及び精  
神障害者福祉に関する法律第五条に規定する精神障害者（知的障害者福祉法にいう知的  

障害者を除く。以下「精神障害者」という。）のうち十八歳以上である者をいう。  

2 この法律において「障害児」とは、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児及び精神  

障害者のうち十八歳未満である者をいう。   



身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）  

（身体障害者）  

第四条 この法律において、「身体障害者」とは、別表（※）に掲げる身体上の障害がある十   

八歳以上の看であって、都道府県知事から身体障害者手帳の交付を受けたものをいう。  

※別表に定められている障害の種類  

①視覚障害、②聴覚又は平衡機能の障害、③音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害、  
④肢体不自由、⑤内部障害  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）  

（定義）  

第五条 この法律で「精神障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒又はそ   

の依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を有する者をいう。  

発達障害者支援法（平成16年法律第167号）  

（定義）  

第二条 この法律において「発達障害」とは、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎   
性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であっ   
てその症状が通常低年齢において発現するものとして政令で定めるものをいう。  
2 この法律において「発達障害者」とは、発達障害を有するために日常生活又は社会生活   

に制限を受ける者をいい、「発達障害児」とは、発達障害者のうち十八歳未満のものをいう。   



知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）  

※「知的障害者」の定義規定はない。   
にの法律の目的）  

第一条 この法律は、障害者自立支援法（平成十七年法律第百二十三号）と相まって、知  
的障害者の自立と社会経済活動への参加を促進するため、知的障害者を援助するととも  
に必要な保護を行い、もって知的障害者の福祉を図ることを目的とする。  

児童福祉法（昭和22年法律第164号）  

（定義）  

第四条 2 この法律で、障害児とは、身体に障害のある児童又は知的障害のある児童をいう。  

‾‾‾一 
’、、＼  

障害者の権利に関する条約（仮訳文）抄  

第一条 目的（抄）   

障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する者であって、様々  
な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨げら  

れることのあるものを含む。  
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障害者の数（在宅・施設）  
障害者総数723．8万人（人口の約5．6％） ぅち在宅  667．0万人（92，2％）  

うち施設入所  56．8万人（7．8％）  

身体障害者（児）  知的障害者（児）  

366．3万人  54．7万人  

精神障害者  

302。8万人   



障害者の数（年齢別∋  
障害者総数 723．8万人（人口の約5．6％）  うち65歳未満  55％  

うち65歳以上  45％  

精神障害者  

302．8万人  
身体障害者（児）  知的障害者（児）   

366．3万人  54。7万人  

身体障害者（児）数は平成18年の調査等、知的障害者（児）数は平成17年の調査等、精神障害者数は平成17年の調査等による推計。  

なお、身休障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。  
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身体障害者手帳制度の概要  

1 概 要   

身体障害者福祉法に定める身体上の障害がある者に対して、都道府県知事、指定都市市長又は中核市市長が交付する。  

根拠：身体障害者福祉法第15条   

2．交付対象者   

身体障害者福祉法別表に掲げる身体上の障害があるもの  

別表に定める障害の種類（いずれも、一定以上で永続することが要件とされている）  

①視覚障害   

②聴覚又は中衛感能の障害  

③音声機能、言語機能又はそしやく機能の障害   

④肢体不自由  
⑤心臓、じん臓又は呼吸器の機能の障害   
（診ぽうこう、直腸又は小腸の機能の障害  

⑦ ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害   

3．障害の程度   

法別表に該当するかどうかの詳細については、身体障害者福祉法施行規則別表第5号「身体障害者障害程度等級表」において、   

障害の種類別に重度の側から1級から6級の等級が定められている。  
（7級の障害は、単独では交付対象とはならないが、7級の障害が2つ以上重複する場合又は7級の障害が6級以上の障害と重複  

する場合は、対象となる。）   

4．交付者数（平成18年度末現在）  
4，895，410人（1級：1，468．438人、2級：851，155人、3級：844，117人、4級：1，056，401人、5級：342．887人、  

6級：332，412人）  

6   



＝＝］  療育手帳制度の概要   

1凸 概 要   

知的障害児‡者への繁貫した指導空相談を行うとともに、これらの者に対して各種の援助措置を受けやすくするため、児童相談所   
又は知的障害者更生相談所において知的障害と判定された者に対して、都道府県知事又は指定都市市長が交付する。  

根拠：療育手帳制度について（昭和48年9月27日厚生省発児第156号厚生事務次官通知）   
※ 本通知は、療育手帳制度に関する技術的助言（ガイドライン）であり、各都道府県知事等は、本通知に基づき療育手帳制度につ   
いて、それぞれの判断に基づいて実施要綱を定めている。   

2。交付対象者   
児童相談所又は知的障害者更生相談所において知的障害であると判定された者に対して交付する。   

3。障害の程度及び判定基準  
重度（A）とそれ以外（B）に区分   

0重度（A）の基準  
① 知能指数が概ね35以下であって、次のいずれかに該当する者  
○食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を必要とする。  
0異食、興奮などの問題行動を有する。  

② 知能指数が概ね50以下であって、盲、ろうあ、肢体不自由等を有する者  

0それ以外（B）の基準  
重度（A）のもの以外   

4．交付者数（平成18年度末現在）  
727．853人（重度（A）：331，6了2人、それ以外（B）：396，柑1人）  
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精神障害者保健福祉手帳制度の概要  

1．概 要   

一定の精神障害の状態にあることを認定して精神障害者保健福祉手帳を交付することにより、各種の支援策を講じやすくし、精神  

障害者の社会復帰、自立及び社会参加の促進を図ることを目的とて、都道府県知事又は指定都市市長が交付する。  

根拠：精神保健福祉法第45条  

2．交付対象者   

次の精神障害の状態にあると認められた者に交付する。   

精神疾患の状態と能力障害の状態の両面から総合的に判断し、次の3等級とする。   

1級：精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの  

2級：精神障害であって、日常生活が著しく制限を受けるか又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの   

3級：精神障害であって、日常生活苦しくは社会生活が制限を受けるか、又は日常生活苦しくは社会生活に制限を加えることを必  

要とする程度のもの  

3．交付申請手続き   

その居住地（居住地を有しないときは、その現在地とする。以下同じ。）の市区町村を経由して、都道府県知事に申請する。   

手帳の有効期限は交付日から2年が経過する日の属する月の末日となっており、2年ごとに、障害等級に定める精神障害の状態に   

あることについて、都道府県知事の認定を受けなければならない。  

4．交付者数（平成18年鹿末現在）  

404，883人（1級：丁3，810人、2級：248．102人、3級：82，971人）   



発達障害者とは  

（法）第二条この法律において「発達障害」とは、自閉症・アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥  
多動性障害、その他これに類する脳機能の障害であって、通常低年齢で発現するものとして政令で定めるものをいう。   
2この法律において「発達障害者」とは、発達障害を有するために日常生活又は社会生活に制限を受ける者をいい、「発達障  
害児」とは発達障害者のうち十八歳未満のものをいう。  

（政令）第一条発達障害者支援法第二条第一項の政令で定める障害は、脳機能の障害であってその症状が通常低年齢において  
発現するもののうち、言語の障害、協調運動の障害、その他厚生労働省令で定める障害とする。  

（省令）発達障害者支援法施行令第一条の厚生労働省令で定める障害は、心理的発達の障害並びに行動及び情緒の障害（自閉症、  
アスペルガ【症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害、言語の障害及び協調運動の障害を除く）  
とする。  
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発達障害者支援法のねらいと概要  

Ⅰね ら い  

○発達障害の定義と発達障害への理解の促進  

○発達障害草に対音声生活全線∈わたる支援の促進  

○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保  

Ⅱ 概 要  

就学中（学童期等）  就学前（乳幼児期）  

○就学時健康診断における   

発見  

0適切な教育的支援・支援   

体制の整備  

0放課後児童健全育成事業   

の利用  

0専門的発達支援 

0早期の発達支援  
0乳幼児健診等による早期   

発見  



発達障害者支援の推進について（発達障害者施策検討会報告書）EH20．8】の概要  

発達障害者支援の基本的な考え方と取組み  

○発達障害者については、一人一人が持つ学習面、行動面、社会性、コミュニケ叩ション等に係る課題に対して様々な分  
野が連携して対応能力の向上を図ることが必要   

0 適切な支援を行うことにより期待できる効果  

・適切な人間関係の構築  

Bニ次的な障害の発生の防止  
・自立・社会参加の推進  

出旦蔓草とその家族に対する支援提供の流れに沿った課温  

①気づき   

d発達障害の特性に関する信頼のおける情報提供の充実  

・確実なフォローの実施や専門的な人材によるバックアップ体制の確立   

・日常生活の中で生じている問題の整理や、その時点で取り組むことができる具体的な対処方法の提示等の支援の充実   

盈診藍   

色専門的な医師を確保するための発達障害の診断に係る人材養成の強化   

鯵診断後の家族に対する、社会的及び心理的な孤立を防ぐための支援体制の構築（ペアレントメンタ岬等）   

塵Zセスメントやモニタリング   

由各分野共通のアセスメントやモニタリング方法の開発や実施する専門家の養成  
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盈支援  

・効果等を客観的に検証した支援手法の整備や普及  

・当事者とその家族自身の問題解決能力を高めるための支援体制の確立  

・老年期までを視野に入れた職業生活を含めた社会生活の支援に関する支援モデルの開発  

塵塵應  

・医療・保健・福祉・教育一労働等の関係機関や関係者による連携システムの構築   

盟登連騰書者支援に関わる者の役割劇課題  
⑳直控処遇職且（〒保育所、学校、福祉サ「ビス事業所、ハローワーク、児童養護施設等の職員）  
・当事者とその家族に対する基本的な支援や専門的な支援を行う機関への相談及び紹介ができること  

・適切な研修への積極的な参加や、必要に応じて連絡の取れる体制の確保   

②監鄭重 （＝医療機関、保健所、教育センター、障害者職業センター等で専門   
的な支援を行う者）  

・発達障害について借頼のおける情報を把握し、的確な助言が行えること   
t適切な情報の収集や研修の参加、ケースカンファレンスの実施等による助言技術の向上  

㌍ご†＋＋＋亡十十i†⊥二三＋ご＋，†三＋追ぃ ＋†＝   
一当事者とその家族、関係者に対して適切なアセスメントや相談等の対応が提供できること  
・都道府県等の全体の状況把握、関係機関との連携強化  
・家族同士で相談や情報交換を行うピア・カウンセリングやペアレントメンターの養成について検討  

④市町村   

個別の支援計画の提供や人材の育成、住民に対する普及啓発等の実施  
・地域自立支援協議会の活用等による関係機関や関係者の連携システムの構築  
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⑤農道虎男ヒ指定番壷  

・人材の育成や住民に対する普及啓発等の実施  

・発達障害者支援センターを中心とした関係機関や関係者の連携■協力体制の構築  

塵旦  

・支援手法の開発や研究、専門的な人材の養成、普及啓発の推進  
・発達障害情報センターと発達障害教育情報センターとの連携強化等の基盤整備  

且ユユ塵塊支援崖制の鞋塵   

○ 市町村等において発達障害者に対する個別の支援計画作成と活用が推進されるよう発達障害者支援センターが必要  

に応じてサポートを行う体制の整備   

○ 発達障害者支援センターについて、専門的なアセスメントやモニタリングを行う機関として位置付けを明確化、直接処  
遇職員へのバックアップ体制の整備   

○ 就労支援における「発達障害者に対する専門的支援のかメキュラム」の全国実施等による体制を強化   

丘三組支援圭温の閻羞   

0 有効な支援手法の整備と普及の推進   

0 特に不十分な青年期一成人期における支援モデルの開発   

趨凰観象   

0 研究を推進するための共通の評価尺度の開発   

○ 発達障害に関するデータベースの構築   

且皇iÅ盤重畳虚   

0 医療・保健・福祉・教育・労働等各分野共通のテキスト等の作成   

○ 実地研修による専門的人材の育成   

0 ペアレントメンターの養成  

○ 発達障害教育情報センターとの連携による、発達障害情報センターの情報収集、分析、発信を行う体制の強化  
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血l缶   

高次脳機能   診断基準  
（厚生労働省障享保健福祉部、国立障害者リハビリテーションセンター平成18年）   

Ⅰ．主要症状等  

1．脳の器質的病変の原因となる事故による受傷や疾病の発症の事実が確認されている。   

2．現在、日常生活または社会生活に制約があり、その主たる原因が記憶障害、注意障害、遂行機能   
障害、社会的行動障害などの認知障害である。  

Ⅱ．検査所晃   

MRl、CT、脳波検査などにより認知障害の原因と考えられる脳の器質的病変の存在が確認されている  
か、あるいは診断書により脳の器質的病変が存在したと確認できる。  

Ⅱ．除外項巨  

1．脳の器質的病変に基づ＜認知障害のうち、身体障害として認定可能である症状を有するが上記主  
要症状（ト2）を欠く者は除外する。   

2．診断にあたり、受傷または発症以前から有する症状と検査所見は除外する。   

3．先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障害、進行性疾患を原因とする者は除外する。  

＿Ⅳ．診断  

1．Ⅰ“Ⅲをすべて満たした場合に高次脳機能障害と診断する。   

2．高次脳機能障害の診断は脳の器質的病変の原因となった外傷や疾病の急性期症状を脱した後にお  
いて行う。   

3．神経心理学的検査の所見を参考にすることができる。   

なお、診断基準のⅠとⅢを満たす一方で、Ⅱの検査所見で脳の器質的病変の存在を明らかにできない症例については、  
慎重な評価により高次脳機能障害者として診断されることがあり得る。   

また、この診断基準については、今後の医学・医療の発展を踏まえ、適時、見直しを行うことが適当である。   



高次脳機能障害の主要症状  

【記憶障害】   

物の置き場所を忘れたり、新しい出来事を覚えていられなくなること。そのために何度も  
同じことを繰り返したり質問したりする。  

【注意障害】   

ぽんやりしていて、何かをするとミスばかりする。ニつのことを同時にしようとすると混乱  
する。  

【遂行機能障害】   

自分で計画を立てて物事を実行することができない。いきあたりばったりの行動をする。  

【病識欠如】   

自分が障害を持っていることに対する認識がうまくできない。障害がないかのようにふる  

まったり、言ったりする。  

（国立障害者リハピ8」テーションセンター研究所 中島ハ十－）  
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障害者自立支援法における高次脳機能障害者の  

サービス利用の仕組み  

○障害者自立支援法においては福祉サービス利用に関しては3障  

害共通に  
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【概要】   

都道府県に高次脳機能障害者への支援拠点機関を置き、高次脳機能障害者に対する専門的な相  
談支援、関係機関との地域支援ネットワークの充実、高次脳機能障害に関する研修等を行い高次  
脳機能障害者に対して適切な支援が提供される体制を整備する。  
（都道府県地域生活支援事業として実施）  

【事業の具体的内容】  

・支援拠点機関に相談支援コーディネーターを配置し、専門的な相談支援、関係機関との連携、   
調整を行う  

・講演・シンポジウムの開催及びポスター、リーフレットの作成・配布をする等の普及啓発活動を行う  
・自治体職員、福祉事業者等を対象に高次脳機能障害支援に関する研修を行い、地域での高次脳   
機能障害支援体制の整備を行う  

・支援拠点等全国連綿協議会への協力  

【支援拠点機関の例】   

け拍ビリテーションセンター、大学病院、県立病院 等  

【相談支援コーディネーターの例】   

社会福祉士、保健師、作業療法士、心理技術者等、高次脳機能障害者に対する専門的相談支援を行う   
のに適切な者  
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施5か年計画（抄）  
（平成19年12月25日 障害者施策推進本部決定）  

6保健・医療  

②障害に対する適切な保健・医療サービスの充実  

○高次脳機能障害の支援拠点機関の設置等  

ア高次脳機能障害への支援を行うための支援拠点機関を、全都道府県に設  
置する。  

イ国立専門機関等において、高次脳機能障害のための認知リハビリテー  

ション技法の確立や評価尺度の開発を推進するとともに、高次脳機能  
障害者に対する都道府県単位の支援ネットワークに対する専門的な支援  
を行い、その支援技術の普及を図る。  

（数値目標・達成期間）  

○高次脳機能障害支援拠点   

18都道府県〔18年度末〕→全都道府県〔24年度〕  
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病対策lごつら⊥き－一芸  

＜1艶着任虜意見：膠併好事者＞  

r ‾’ ‾ ‾ ■、’■ ‾ ■－ 、■1‾■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■’ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾  

l  

己 く腰瘡虜者密鵬雛熱線遭事業＞  

訪問指導  

（診療）  

1  1  1  

1  

1  

I  

】  
t  

1  1  1  

： く搬オー玄鰐女ンタ抽看貫＞  

難病相談・支援センター  

・相談・支援  

・患者会へのま援  

（47都道府県）   
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難病患者等居宅生活支援事業について  

市
町
村
の
事
業
 
 

都
道
府
県
8
指
定
都
市
の
事
業
 
 
 

ベての要件を満たす者とされてい   

①日常生活を営むのに支障があり、介諌等のサービスの提供を必要とする看であること  

②難治性疾患克服研究事業（特定疾患調査研究分野）の対象疾患（123疾患）及び関節リウマチの患者であること  

③在宅で療養が可能な程度に症状が安定していると医師によって判断される着であること  

④介護保険法、・老人福祉法等の施策の対象にならないこと   

④については、身体障尊者等であっても、障害の程度等により実質的に障害者施策における福祉サービスを受けることが   
できない青も含まれる。  

○予算額  平成20年度 → 平成21年度（要求額）  

277百万円  277百万円  

○本事業については、全国健康関係主管課長会議において、積極的な協力を要諦しているところ  
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特定疾患治療研究事業の対象（45疾患）と受給者証交付数（平成19年3月末現在）  

疾患名   件数  疾昂名   件数   

口  ベ｛チェツト病   16，638  24  モヤモヤ病くウイリス動脈翰閉塞症〉   10，93（〕   

2  多発性硬化症   11，938  25  ウェゲナー肉芽腫痘   1，267   

3  重症筋無力症   14．851  28  特発性拡張型（うっ血型）心筋症   18，636   

4  53，825  27  多系統萎縮症   9－779  

5   1，926  28  表皮水痘症（接合部型及び栄養障寄型）   327   

6  再生不良性貧血   9，010  29  膿癌性乾癖   1，487   

7  サルコイドーシス   17．953  30  広範脊柱琶狭窄症   3，012   

8  筋萎優性鋼索硬化症   7，695  31  原発性胆汁性肝硬変   14，382   

9  強皮症、皮膚筋炎及び多発性筋炎   36，110  32  重症急性膵炎   1，169   

10  特発性血か板減少性紫斑病   23，196  33  特発性大隅骨預壊死症   11，548   

皿  結節性勤備周儒慨   5，159  3ヰ  混合性総合組織病   7，837   

12  沈瘍性大腸炎   90，627  35  原発性免疫不全症候群   1，065   

13  大動脈炎症傾朋   5，233  36  特発性同質性肺炎   41166   

14  ビュルガー病   8，121  37  網膜色素変性症   23、938   

15  天癒瘡   3，843  38  プリオン病   332   

16  脊髄小脳変性症   19，948  39  原発性肺高血圧症   961   

17  クローン病   25，700  40  神経線維腫麿   2，27◆7   

18  難治性の肝炎のうち劇症肝炎   245  ・  亜急性硬化性全脳炎   100   

19  悪性関節リウマチ   5，566  42  バッド・キアリ（Budd・¢hiarけ症候群   236   

20  パーキンソン病関連腐眉   86．452  ヰ3  特発性慢性肺血栓塞栓症（肺高血圧型）   80（）   

21  アミロイドーシス   り63  44  ライソゾーム珂ファフリー（F油吋）病舎む〉   496   

22  後難靭帯骨化症   25，024  45  副腎白質ジストロフィー   151   

23  ハンチントン病   705  合計   585．824   

（衛生行政報告例）  
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身体障害者障害程度等級表（身体障害者福祉法施行規則別表第5号）  

心持，じんヰ若しくは呼吸蕃又はぽうこう若しくは直鵬若しくは小鵬若しく  
鴨鷺又は平義杜絶の■書   書声機  肢   体   不   自   由  はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障書  

能．富橋  
級別  視覚陣書  ■t又は  丸幼児期以前の非道行世の  ヒト免疫不  

そしやく  下   肢   休  職   書病豪による運動機能■書   心■♯能l攣  
■tのII  書   陣書   辞書   は直■の穐  による免疫  
書  上肢機能  移勤機能   触陣書   機能l■書  

両眼の視力（万国  1 丙上肢の■触を  1 両下肢の機能を  体幹の■能杜書  不随土建  不鑓鷺凛  心斗のl暮  じん♯の  呼吸♯の  ぽうこう  小♯の機  ヒト免疫  
式試視力表によって  全ょしたもの  全よしたもの  
測ったものをいい  ことができないも  より上昧を使  より歩行が不  より自己の  により自己  により自己  機能のIl書  より自己の  スによる免  
屈折農常のある者に  之爾上肢を手綱廿   2雨下肢を大腿の   用する8常生  可能なもの  身辺の日常  の身辺の日  の■辺の日  により自己  身辺の日常  痩の壮能の  

1線  以上で欠くもの  2分の1以上で欠  活勤作がほと  生活活動が  常生活活1l  常生活活動  の身辺の日  生活活動が  障書により  
視力について測った  くもの  んど不可能な  極度に制限  
ものをいう．以下同  もの  されるもの   
じ。）の和が0．01以下  の   の   限されるも  可能なもの   
のもの  の   

1 丙畷の視力の和  両耳の■カレベル  1 雨上肢の■能の  1 両下肢の■能の  1 体幹の機能■  不Il書壬  不離暮運  ヒト免疫  
が0．02以上0．Ol以  著しい什書  書しい沖書  書により坐位又  不全ウイル  
下のもの  ベル以上のもの（爾  は起立位毛保つ  スによる免  

耳全ろう）  2丙上肢のすべて  疫の機能の  
2再■の視野がそ  の指を欠くもの  活動作が年度  障害により  

2繰                                        れぞれ10よ以内で  くもの  に里見される  日常生活が  
かつ雨暇による複  3一上肢を上よの  2体幹の♯セ■  極度に制限  
野について複能事  2分の1以上で欠  書により立ち上  されるもの   
によ計肌矢車が朋  くもの  がることが困離  
パーセント以上の  なもの   
もの   4一上肢の牡能を  

全よしたもの  

1 両鴨の視力の和  爾耳の●カレベル  平竃牡  書■牡  1 菅l上肢のおや楕  1 雨下肢をショバ  体幹の機能汁書  不随暮壬  不■鷺運  心臓の機  じん■の  呼吸♯の  ぽうこう  小脾の機  ヒト免疫  
が0．05以上0．08以  が00デシベル以上の  龍の極め  龍．青筋  及びひとさし指を  一別■以上で欠く  により歩行が困難  勤・失■等に  tlい失■等に  能のl一書に  機能の陣書  基地の辞書  又は直汁の  能の陣書に  不全ウイル  
下のもの  もの（耳介に擁しな  て暮しい  機能又は  欠くもの  もの  なもの   より上肢を使  より歩行が書  より零度内  により書慮  により＃磨  ■能の障書  より家庭内  スによる免  

ければ大声瘡を理解  ■書  そしやく  用する日常生  島内での日常  での日常生  内での日常  内での日常  により象烏  での日常生  疲の機能の  
2両眼の視野がそ  2丙上肢のおや指   之一下肢を大腿の  活地作が著し  生活活1‖こtl  活着勤が書  生活活動が  生活活動が  内での日常  活活動が暮  陣奪により  
れぞれ10慶以内で  失   及びひとさし指の  2分の1以上で欠  くtl服される  翳されるもの  しく制限さ  書しく制限  暮しく制限  生活活動が  しく制限さ  日常生活が  
かつ丙疇による襖  ●触を全よしたも  もの  れるもの  されるもの  されるもの  著しく制限  
野について襖能事  の  されるもの   されるもの  
によも損失率〟胱  3－下肢の♯能を  （社会での  
パーセント以上の  a一上肢の■能の  日常生活活  

一  著しい■書  勤が著しく  
制限される  

4一上肢のすべて  ものを除  
の糟を欠くもの  く。）   

5一上肢のすべて  
の指の♯能を全よ  
したもの   
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心隋．じん膿若しくは呼吸爺又はぽうこう若しくは直隠若しくは小腸苦しく  

書寛又は平電機能の障書   二∴；▲  肢   体   不   自   由  はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害  
能．言語  

級別  視覚障書  撫能又は  乳幼児期以¶の非進行性の  ヒト免疫不  

そしやく  下   肢   体  幹   臓病まによる運動機能闊青   心臓機能陣  
亮能の匝  書   障轡   陣寄   は直隠の機  による免疫  

書  上肢機能  ∴ニ・一；r▲  礁匪書   機能陣書  

1 両眼の視力の和  1 両耳のせカレぺ  音声機  1 丙上肢のおや柏  1 両下肢のすぺて  不随慧遵  不Il書連  心片の機  じん■の  呼吸器の  ぽうこう   
が0．個以上0．12以  ルが80デシベル以  の槽を欠くもの  
下のもの  上のもの く葺介に  」濾■■」：⊥  を欠くもの  小膿の機  ヒト免疫               触・失■！引こ  勤・失臍等に  能のl一針こ  機能の障書  機能の障害  又は遭l■の  能の蘭書に  不全ウイル  よる上肢の也  より社会での  より社会で  により社会  により社会  機能のl障害  より社会で  スによる免  

そしやく  の機能を全廃した  の糟の機能を全廃  能II書によリ  日常生活活勤  の日常生活  での日常生  での日精生  により社会  の日常生活  疫の機能の  接しなければ髄声  
2両眼の視野がそ  ■能の書  もの   したもの  社会での日犠  が書しく嘲限  活動が零し  活活動が響  活活動が著  での日簡生  活動が書し  障寄によリ  

れぞれ10度以内の  もの）  しいl一書  3 一上肢の■■  3 一下肢を下腿の  生活活勤が書  されるもの  く制限され  しく制限さ  しく制限さ  詩話動が著  く制限され  社会での日  
もの  ホ．肘H筍又は手  しく制限され  るもの  れるもの  れるもの  しく制限さ  

2両耳による暮i  関節のうち，いす  るもの  れるもの   が著しく制  

結声の最良の楕曹  れか一関廿の櫨能  取されるも  

明■度が50パーセ  を全廃したもの   の   

ll  ぺ  

下のもの   上のもの く葺介に  機能又は  2 丙上肢のおや鵜  2 両下肢のすて  l  触・失■！引こ  勤・失臍等に  能のl一書に  機能の障書  t鴫のl■▼  又はⅧI■の  罷の闊警に  不壬ウイル スによる免  

能II書によリ  日常生活活勤  の日常生活  での日常生  での日精生  こより社会  の日常生活  疫の機能の  接しなければ髄声  そしやく  の機能を全廃した  の糟の機能を全廃  
曙を理蠣し得ない  ■能の書  もの   したもの  社会での日犠  が書しく嘲限  活動が零し  活活動が響  活活動が著  での日簡生  活動が書し  障寄によリ  

れぞれ10度以内の  もの）  しいl一書  3 一上肢の■■  3 一下肢を下腿の  生活活勤が書  されるもの  く制限され  しく制限さ  しく制限さ  詩話動が著  く制限され  社会での日  

もの  2分の1以上で欠  しく制限され  るもの  常生活活動  

2両耳による暮i  くもの  るもの  れるもの   が著しく制  

結声の最良の楕曹  4一下肢の機能の  取されるも  

明■度が50パーセ  書しい■書  の  

ント以下のもの  4一上肢のおや指  
及びひとさし指を  
欠くもの  を全廃したもの  

4級  5【上肢のおや指  
及びひとさし指の  
≠能を全廃したも  
の  書●lの1さの10分  
6おや相又はひと  
さし指を含めて－  
上肢の三指を欠く  
もの  
7おや稚又はひと  
さし糟を含めて－  
上肢の三相の機能  
を全廃したもの  
8おや指又はひと  
さし稽古含めて－  
上肢の四指の也能  
の書しい■書   

1 両眼の視力の和  1■1心J  1 丙上肢のおや稽  1 一下肢の股円¶  体幹の機能の書  不随意運  不随意運  
が札13以上0．2以  能の書し  の機能の著しい♯  勘・失隅等に  

下のもの  いl腰書  書  の著しい■書  よる上肢の機  
2一上肢の■桝  能陣書により  

之両眼による視野  節．肘騨甘又は手  社会での日常  

の2分の1以上が  関書のうち．いす  生活活動に支  

欠けているもの  れか一別節の機能  障のあるもの   
の著しいl■書  比して5センチ  
3－上肢のおや指  

5激   を欠くもの  鍵傭の憂さの15分  
4－上肢のおや稚  
の機能を全ょした  
もの  
5一上肢のおや指  
及びひとさし稚の  
機能の馨しい什書  
8おや指又はひと  
さし楕を含めて－  
上肢の三相の♯能  
の書しいl書書   
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心地．じん■若しくは呼吸器又はぽうこう若しくは虹鱒若しくは小腸若しく  
♯寛又は平鴨牡I－のl■書   書■櫨  肢   体   不   自   由  はヒト免度不全ウイルスによる免疫の機能の陣書  

能．菖賄  

敏別  視覚曝書  ●能又は  乳幼児期以前の非進行性の  ヒト免疫不  
そしやく  下   肢   体  幹   臓■l彙による眉川l機能II書   心牡機能l書  
■他のl■  書   陣書   l叶書   は直騰の機  による免疫  

書  上肢■鵬  移鵬牡能   能障書   機能降書  

一暇の視力が8．02  1一上肢のおや指  不随暮壬  
以下．他職の犠虎が  の書能の著しい陣  lい兵書l響に  

0．6以下のもので，再  書  くもの  よる上肢の櫨  
職の視力の和が0，2  2ひとさし指を含  熊の劣るもの   
を超えるもの   距離で集■された  めて－上肢の二指  

食指腰を理解し糟  を欠くもの  書  
6線  ないもの  8’ひとさし楕を含  

めて一上肢のこ指  
2－■耳の書カレ  の♯能書全欄した  
ベルが拍子シベル  もの   
以上，他■耳の■  
カレペルが50デシ  
ベル以上のもの  

1一上肢の■能の  上肢に不縫  
軽度のl一書  の櫓の■能の暮し  竃運動・失■  
2一上肢の■開  尊を有するも  
鯵．肘開書又は手  の   の  
閥書のうち．いす  
れか一印書の■能  
の畦よの隷書  ■．書騨蘭又Iま足  

8一上肢の手織の  
機能の♯丘の■書  

7象  4ひとさし指を含  
めて一上肢の二輪  
の機能の暮しい♯  
書  5一下肢のすべて  
6一上肢のなか  
指，くすり縮及び  
小指露欠くもの  
8一上肢のなか  
指．くすり指及び  
小指の■能を全よ  
したもの   の1以上短いもの  

1同一の響■について二つの1擁する■書がある■合lよ．－■うえの■とする．ただし．ニつの暮徽する♯書が持に本よ中に指定せられているものは，職当専敷とする。  
2 肢体不自由においては．7■に♯当する■書が2以上1★する■含は．6書とする．  
3 異なる書■について＝つ以上の1離する書書がある■合については，障書の程度を■♯して当義蠣■より上位の書故とすることができる。  
ヰ 「指を欠くもの」とは．おや軌こついては檜書簡群■．モの他の指については♯一指書間爛■以上書欠くものをいう．  

彿考                 5 r指の■能■書」とは．中手指蓼■廿以下の暮書をいい．おや掛こついては．対抗壬欄■書書も含むものとする。  

6 上鼓又は下肢欠♯の断■のょさは．集用■（上鵬においては書書より．大庄においては坐書結蓼の暮さより計瀾したもの）をもって計測したものをいう。  
7 下肢の曇さは，蘭■骨＃より内くるぶし下嶋手でを計測したもの蓋いう。   
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身体障害の範囲拡大の経緯  

年 月   障 害 の 範 囲   

昭和25年4月 身体陣青者福祉法施行  

〔陣事の範囲〕  

・視力障害  

t聴力陣青  

・音声・音詩機能障害  

・肢体不自由  

・中枢神経機能障害   

昭和42年 8月   障青の範囲拡大  

■心臓機能障害  

・呼吸器機能障害   

昭和47年 7月   障書の範囲拡大  

・じん臓機能障害   

昭和59年10月   障害の範囲拡大  

－ぽうこう又は直腸の機能障害  

tそしやく機能障幸   

昭和61年10月   障害の範囲拡大  

・小腸の機能障害   

平成10年 4月   障害の範囲拡大  

・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能の障害   
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療育手帳制度の実施について（抄）  
（昭和48年9月27日児発725号各都道府県知事、指定都市市長宛 厚生省児童家庭局長通知）  

第3 障害の程度の判定   

1障害の程度は、次の基準により重度とその他に区分するものとし、療育手帳の障害の程度の記載欄には、重度の場合は「A」と、  
その他の場合は「B」と表示するものとする。  

（1）重度  

18歳末満の者  

昭和39年3月13日児発第197号児童局長通知（「重度知的障害児収容棟の設備及び運営の基準について」）の  
1対象児童の（1）又は（2）に該当する程度の障害であって、日常生活において常時介護を要する程度のもの  

18歳以上の者  
昭和43年7月3日児発第422号児童家庭局長通知（「重度知的障害者収容棟の設備及び運営について」）の1の（1）に  
該当する程度の障害であって、日常生活において常時介護を要する程度のもの  
（注）前記通知の解釈にあたっては、知能指数が50以下とされている肢体不自乱盲、ろうあ等の障害を有する者の鼻脚章害の  
程度は、身体障害者福祉法に基づく障害等級が1級、2級又は3級に該当するものとする。  

（2）その他  

（1）に該当するもの以外の程度のもの  

2 障害の程度の区分については、1に定める区分のほか中度等の他の区分を定めることもさしつかえないものとする。  

3 障害の程度については、交付後も確認する必要があるので、その必要な次の判定年月を指定するものとする。  
なお、次の障害の程度の確認の時期は、原則として2年後とするが、障害の状況からみて、2年を超える期間ののち確認を行って  
さしつかえないと認められる場合は、その時期を指定してもさしつかえないものとする。  
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